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Ⅰ．緒　　言

農林地は生産活動を通じて土壌流亡の防止機能などの

多面的機能を発揮している。農林地の中で畑は，粗放的

な管理をした場合，土壌の流出する可能性が高く，土壌

が流出することによる畑土壌の劣化や下流域への環境負

荷が懸念される。畑の耕作者は，持続的に農業を続ける

ために，畝たてや稲わら・麦わらによる被覆などの栽培

管理，畦を形成することによる畑斜面の緩傾斜化と斜面

長の短縮化，畦の植生被覆による侵食防止，沈砂池や緑

地帯などの付帯施設の設置により，畑地からの土壌流亡

を抑制している。これらの土壌流亡抑制の実態を広域に

把握し抑制効果を経済的に評価することにより，農林地

の持つ多面的機能を評価できる。畑の持つ土壌流亡抑制

効果には「森林から畑地化するときの土壌流亡の差（多

くの場合マイナスの値）」，「農地内に再堆積するときの

土壌流亡量（これは農内機能とする人も多い）」，畑地管

理がいかに河川への土壌流亡を少なくするか」の３種類

があり，本研究では３番目の機能を対象とする。

畑からの土壌侵食量の推定は既に多くの研究がなされ

ている。世界的に用いられ推定に必要な値の蓄積の多い

USLE（Universal Soil Loss Equation; 汎用土壌流亡

式）をはじめとして，近年提案された土壌侵食の物理モ

デル（A. Folly et al. 1999, P.B. Hairsine, 1988, A.

Takagi et al. 2001, I. Takken et al. 1999, L.J. Lane

et al. 1988, R.H. McCuen and W.M. Snyder, 1983），

統計的手法による推定（L.D.Meyer and Wischmeier

W.H., 1969）などがある。

いずれの手法でも，流域及び地域の特性を示す物理量，

統計量が必要となり簡単には求められない。

全国レベルで土壌流亡抑制効果を推定・経済評価した

例として，代替法による農業・農村の公益的機能評価

（農業総合研究所，1998）がある。これによれば，

USLEを簡略化した国土資源プロで提案した土壌流出予

測式を用い，放棄された場合と畑利用した場合を中山間

と平地に分けて計算している。また，「農林水産業及び

農林水産物貿易と資源・環境に関する総合研究（平成８

～12年度）」の中で土壌流亡に関わるマクロインジケー

タの策定について研究され，推定方法及び問題点につい

て提示された。すなわち，各パラメータが実験などによ

り決定され，世界的に認知されているUSLEに基づく土

壌侵食量の推定が重要であるが，広域で評価する上で

USLEの傾斜・斜面長係数，保全係数の推定が簡単では

ないことが指摘されている（上村ら，1998）。

以上の成果を踏まえ，GISデータ，国土数値情報土地

利用メッシュ，標高メッシュデータ，圃場区画などのデ

ータを集積し，高精度で流域レベルあるいは全国レベル

でUniversal Soil Loss Equation（USLE）に基づいた

土壌流亡の推定手法を開発した。また，これらの結果か

ら，流亡抑制効果の経済評価方法について検討し，評価

を行ったので報告する。

なお，本研究は交付金プロジェクト「農業の持つ多面

的機能の環境勘定による総合評価」（環境勘定）の一環

として行ったものである。
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Ⅱ．解析方法

本研究では広域を対象として評価することを念頭にお

き，我が国の代表的な畑作地帯のひとつである茨城県全

体を対象として推定，評価することとする。

１　土壌流亡量の推定方法

畑からの土壌侵食量推定には，世界的にデータが蓄積

され土壌侵食の評価式として認知されているUSLEを用

いた。USLEは（1）式で示される（Wischmeier et al,

1978）。

E＝R･K･L･S･C･P ………（1）

ここで，E:土壌損失量（t/（ha･year）），R:降雨係数

（m2･tf/（ha･hr･year）），K:土壌係数（t/（m2･tf）），

L:斜面長係数（無次元），S:傾斜係数（無次元），C:作物

係数（無次元），P:保全係数（無次元），である。

USLEを用いた土壌侵食量推定の全体的な流れを

Fig.1に示す。ここで，降雨係数Rは全国の1,163地点に

おけるアメダス（AMeDAS）10分間降雨データを用い

て計算した値があり（上村ら，1998），これを利用した

（Fig.2）。このデータから空間距離による補間を行い，

茨城県全体の降雨係数分布図を作成したのがFig.3であ
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Fig.2 AMeDASデータから求めた全国のR係数

R factor map calcurated from AMeDAS rainfall

in 10 minutes interval（After Kamimura et al., 1998）

Fig.3 AMeDASデータから求めた茨城県のR係数

R factor map calcurated from AMeDAS rainfall

in 10 minutes interval, Ibaraki prefecture.

Fig.1 USLEに基づいた広域土壌侵食量の推定の流れ

Analysis flow chart of soil loss estimation based on USLE in wide area.

∑I30 の計算�
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る（図の点はAMeDAS観測位置を示す）。

次に，土壌係数Kを求めるためには，土壌図と土壌毎

の係数が必要となる。土壌図については農耕地における

100mメッシュのデジタルデータが構築され，全国統一

基準である土壌群に置き換えることができる（加藤，

1988）。これとは別に，各土壌群の土壌係数Ｋが求めら

れており（谷山，1998），両者を組み合わせることによ

って土壌のＫ値を求めた。

傾斜・斜面長係数LSは（2）式によって求められる

（Kirkby, M.J. et al., 1980）。

LS＝（l/22.13）m×（0.065＋0.045s＋0.0065s2）

………（2）

（2）式において，mは係数でm＝0.5（傾斜が5％以

上），0.4（3～5％），0.3（1～3％），0.2（1％以下），l:

斜面長（m），s:傾斜勾配（％）である。標高データは

数値地図50mメッシュが国土地理院からテキストデー

タで発行されているので，これをもとに並べ替えと座標

変換を実施してDEM（Digital Elevation Model；デジ

タル地形標高モデル）を作成し，傾斜を求めた。（2）

式右項のlはDEMから計算できないことはないが，連続

した一斜面かどうかの判定ができず場合によっては

600mを越える長大な斜面が出現してしまい現実的では

ない。ここではこれらの値を現地調査のデータにより推

定することとする。LS係数を決定するにあたり，Fig.4

に示すように，畑地帯の傾斜度と圃場区画からLS係数

を作成することにより，効率的に圃場の区画調査をする

ことができる。また，併せて現地において畑の傾斜・形

状を調査した（Fig.5）。

作物係数Cは今までの研究や観測データが作物毎にま

とめられており，これらの値を利用した（構造改善局計

画部，1992，谷山，1998）。茨城県で作付け面積が多

い畑作物とそのC係数をTable 1に示す。また，C係数
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Fig.5 畑の区画および傾斜・斜面長の調査地区

Test site of slope field lots, slope length and steepness

Fig.4 LS計算に用いた標高データと畑の区画図

Contour and field lot map for clacurating LS factors

Table 1 茨城県における畑作物の作付面積とＣ係数

（構造改善局計画部，1992，谷山，1998）

Area of field crop and C factor in Ibaraki prifecture

作物
陸稲
小麦
カンショ
バレイショ
ダイズ
牧草

青刈りトウモロコシ
大根
ゴボウ
ソバ
白菜

ほうれん草
レタス
ネギ

スイートコーン
メロン
キャベツ
タバコ
芝

面積（ha）
4,280
7,380
7,510
1,840
4,990
2,350
3,010
1,330
1,500
1,980
2,770
1,250
1,520
856
1,550
2,280
2,030
1,210
4,300

Ｃ係数
0.266
0.16
0.308
0.377
0.394
0.017
0.4
0.383
0.383
0.3
0.3
0.4
0.3
0.5
0.4
0.3
0.3
0.6
0.02

Fig.6 作物統計から求めたC係数分布図

C factor map determined using statistical crop areas.

（Statical report of Ibaraki, Kanto, MAFF, 2002）
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をマップ化するために，市町村の作付作物統計資料（関

東農政局茨城統計事務所，2002）を用い，市町村別の

C値を決定した（Fig.6）。

保全係数Pとして，我が国における調査実績をとりま

とめた横畝栽培（等高線栽培）の値がある（Table 2）。

このようなP係数は点の情報であり，全国規模で縦畝・

横畝を調査した結果や統計データが見あたらないことか

ら，今回は平均的な値としてP＝0.67と設定した（谷山

ら，1998）。

土壌はK値が比較的低く，侵食に強い土壌タイプといえ

る。

２　LS係数の決定

起伏のある斜面に分布する畑を対象に，Fig.4に示す

ような地区で斜面長・傾斜係数LSを求めた。圃場毎に

LS値を求め畑の平均斜度との関係をみると，高い相関

が見られ（Fig.8），（3）式で推定できた。

LS＝0.0697s1.496 ………（3）

ここで，LS: DEMから求めた畑のLS値。この式が示

すように，畑の傾斜度のみからLS値を推定することが

できる。ただし，この場合は平均的な傾斜度で計算して

おり，畦構築による傾斜度の緩和条件は加味されていな

い。
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Table 2 保全係数Pの値（種田,1980）

畑面の勾配

1°～　4°

4°～　7°

7°～10°

10°～15°

15°～25°

横畝栽培

0.27

0.30

0.40

0.45

0.50

２　経済的評価手法

環境勘定の方法としていくつかの方法が考えられ

る。経済評価をする場合に，条件設定によって変わって

くるため基準を決定する必要がある。通常の畑作に対し，

単なる放棄地とするか放棄後10年程度経過したとする

かによって条件は異なる。

ここでは，以下のような仮定の下に経済評価を行うこ

ととする。

土壌侵食量の経済評価として，畑からの流出土砂が湖

沼や河口に堆積した場合の浚渫費用（代替法）とした。

また，耕作放棄後10年程度経過した場合と，現況で粗

放的な管理をした場合について検討した。

このときの計算条件は次の通りとした。

茨城県の総畑面積：68,247ha，

湖沼や河口までの土砂の流達率：30％，

流達土砂の体積割合：50％，

比重：1.0t/m3，

バックホー浚渫費用（運搬・仮置き費用込み）

：3,500円/m3。

Ⅲ．土壌侵食量の推定

R，C係数分布図とP係数は既に方法で説明し作成し

たので，これ以外のK，L，S係数分布図と畦の効果に

ついて述べる。

１　K係数分布図の作成

茨城県の土壌データをマップ化し，加藤（1988）の

土壌分類項目を全国土壌群に変換し，谷山（1988）の

作成した各土壌群のK値から土壌係数K値の分布図を作

成した（Fig.7）。茨城県南端の砂質土壌や旧河川部の沖

積土などでK係数が小さいが，全体的にみると茨城県の

Fig.7 土壌図から求めた茨城県のK係数分布図

K factor map calcurated from soil map and K table.

Fig.8 畑一筆単位の傾斜とLS値の関係

Relationship between field slope and LS factors

y = 0.0697x1.496

R2 = 0.9057

0.000

2.000

4.000

6.000

8.000

10.000

12.000

14.000

16.000
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３　畦の効果推定

Fig.5に示す台地状の畑地帯で現地計測を行った結果，

畑のA－A'断面では畦が形成されており畑面の傾斜を緩

る。また，傾斜が4°以上では減少させる効果，すなわ

ち畦による傾斜の緩和，斜面長の短小化によって土壌侵

食の防止効果があると推察される。
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Fig.9 A-A'地点における圃場の断面形状

A-A' cross section form.

Fig.10 A-A',B-B'地点における圃場の断面形状

A-A' and B-B' cross section form.

Fig.11 平均傾斜から求めた畦を考慮した補正係数P'

Relationship between slope and correction coefficient of P'

Fig.12 茨城県を対象とした土壌流亡量推定図

An estimation map of soil loss in Ibaraki prefecture.

くし斜面長も短くしている（Fig.9）。しかも約2mの標

高差のある畦は植生により保護され，侵食の心配がない。

同様にB－B'断面をみると（Fig.10），傾斜が緩く斜面

長が長い。畑の間にある畦も落差があまりない。これら

のことから，傾斜が緩いところでは斜面長を比較的長く

とり営農に有利なようにし，急になる部分では間に大き

な落差の畦を作成して侵食防止対策をしているといえ

る。

畦を考慮しなければ（3）式で計算できるが，畦によ

る畑斜面の緩和効果が表現できない。たとえば，Fig.9

でみれば平均傾斜度である7.7°で計算され，実際より

急な傾斜となる。これらの効果をみるために，A－A'断

面，B－B'断面で圃場毎のLS値を（2）式で計算し，

Fig.6で求められる平均斜面で計算したときの値と比較

した。このときの畦による効果をP'という係数として

（4）式のように定義し，修正したLS係数をLScとした。

LSc＝LSP' ………（4）

傾斜度とP'の関係をみると，Fig.11の関係が得られ，

（5）式で推定できた。

P'＝3.93exp（－0.324s） ………（5）

P'の値は，傾斜が約4°までは（3）式で得られた値

より大きな係数となった。（3）式は中山間の畑を対象

としたため，長い斜面長の緩斜面が少なかったため，

（3）の式では小さめの推定値になったものと推察され

Fig.11　平均傾斜から求めた畦を考慮した補正係数�P'
�

y = 3.9338e-0.3242x

R2 = 0.9723

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0 2 4 6 8 10
傾斜(度）�

係
数
P'

４　土壌侵食量の推定

以上に述べたR,K,LS,C,P,P′の値を入力し，USLEに基

づき計算した結果がFig.12である。面積的に大きな割合

を占める平野部では侵食量が小さく（0.1t/ha/y未満），

一部傾斜地で2 t/ha/yを超える値であった。茨城県全

体での平均土壌侵食量は0.98t/ha/yで推定され，農業

総合研究所（1998）の結果（全国平均，現行の土地利

用状態での平地農業地域で2.45t/ha/y）より約1/2.5で

推定された。本報告では畑の現状を的確に表す傾斜・斜

面長係数，畦の効果を考慮した補正係数により，正しく

推定されたといえる。
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これらの要因として，急な斜面では落差のある畦を構

築することによって畑斜面の緩傾斜化され保全している

こと，また，落差のある畦は植生により被覆し植生を管

理することにより侵食が起こらないようにしていること

が挙げられる。永続して畑作を続けるために，農家が畑

を整備・管理している結果，侵食量が抑えられていると

いえよう。実際には斜面長は同じ傾斜でも，山麓，台地

上の緩傾斜地，大地辺縁部などの地形や防風林の有無等

により，（5）式とは異なることが考えられる。地域の

特性を代表しているか，また，地域ごとに調査をするこ

とが必要であろう。

以上の結果は茨城県の畑から導き出したものである

が，大規模畑作地帯のような形状はこの推定の適用外と

考えられ，別途検討・推定する必要がある。また，推定

した式の調査地区も限られており，確固たるものにする

には事例を増やす必要がある。また，今回は固定値0.67

としたP係数も実情を反映した値にする必要があり，今

後の課題である。このように，地域特性に応じて考慮す

べき点はあるが，USLEに基づいた推定が全国規模で可

能といえる。

Ⅳ．土壌流亡抑制効果の経済評価

経済評価の条件として，以下の２通りのケースを想定

した。ここでは，各ケースの場合について，現状の流出

土砂量に対しての増減で評価した。

現状の状態で畑からの流出土砂量による浚渫費用は，

次式により約3,600万円と推定された。

浚渫費用＝耕作放棄された場合の堆積量（t）×

浚渫単価（円/m3）×　比重（t/m3）×

畑面積（ha）

＝3,582万円

ケース１：

畑が放棄され，植生はスキー場のような草に覆われた

状態で，畦が崩壊し自然地形の斜面長になった場合。

作物係数C値が平均で現在の0.28から0.02に減少し，

畦の崩壊により自然地形の斜面長になった場合を想定

し，LS値が約３倍に増加したとする。この場合の侵食

量は0.23t/（ha･year）となり，現在よりも0.65t/

（ha･year）減少する。僅かではあるが放棄によって植

生の影響により減少すると推定される。次式で計算する

と，浚渫費用は約2,800万円の減少となる。

経済勘定＝（耕作放棄された場合の堆積量（t）－

現状での畑からの堆積量（t））×　浚渫単

価（円/m3）×　比重（t/m3）×　畑面積

（ha）

＝⊿2,763万円

ここでは，耕作放棄することによって自然植生に覆わ

れるという仮定であり，地域や場所，土質によって変わ

ることが考えられる。精度をさらに高めるためには，こ

れらの調査が必要となり今後の課題である。

ケース２：

現在の畑の状態で作物係数Cの大きい作物が粗放的に

栽培された場合。

畑で作物係数の大きい作物が粗放的に栽培されたとし

て，CP値が現在の1.9倍と想定し土砂量と浚渫費用を計

算すると，堆積土砂量は1.9万トン／年，費用は6,800万

円／年，現状との差でみると，ΔY＝0.92t/（ha･year），

浚渫費用で3,200万円の増加となる。

ケース１では，放棄後植生に覆われるという前提の結

果であり，実際には放棄後初年目に大きな侵食が発生し，

その後は侵食があまり発生しないという想定である。初

期の侵食で植生が繁茂しない状況が発生すれば，ここで

与えた結果より大きな侵食量が考えられる。今後，放棄

した場合の侵食状況についてのデータを用いてより精度

の高い推定をする必要がある。

ケース２では，粗放的な管理をした場合であり，放棄

した場合よりも大きな土壌侵食量が推定された。このよ

うに，保全管理の違いで大きく変化することがわかる。

また，横畝栽培だけでなく被覆材の使用など，きめの細

かい営農管理によって侵食が抑えられていることも考え

られ，管理状況の実態を把握する必要がある。

Ⅴ．結　　言

本報告では，畑を対象に土壌侵食量の広域推定とその

抑制効果について経済評価を行った。侵食量の推定手法

として，USLEをベースに必要なデータを収集し，補整

を加えることによってより精度の高い推定手法を開発し

た。特に，代表的な地区で畑のサイズと傾斜から求めた

LS値と傾斜の関係を明らかにした。また，急傾斜地の

畑では落差の大きい畦を構築し，畑面の緩傾斜化と斜面

長の短小化を考慮した補正係数を導出し，より精度の高

い推定を可能とした。

これらの推定式から，茨城県を対象に畑からの土壌侵

食量を推定した結果，0.98t/（ha･y）の値が得られた。

また，現況，耕作放棄した場合，粗放な畑の管理をした

場合について浚渫費用に換算して経済評価を行った。そ

の結果，現況では茨城県全体で3,600万円，耕作放棄し

た場合では現況より2,800万円の減少，粗放的な栽培を

した場合で現況より3,200万円の増加となった。

広域の土壌侵食量およびその経済評価は地域特性に左

右され，正確に推定するのは簡単ではない。ここで求め

た方法でも改良すべき点があるが，以前の手法よりも高

度化できたといえる。
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Evaluation of Farmland Conservation 
for preventing Soil Erosion

- Evaluating fields in Ibaraki prefecture, Japan -

OGAWA Shigeo, SHIMA Takeo, YOSHISAKO Hiroshi and FUKUMOTO Masato

Agricultural areas have multiple functions attended crop cultivation. If fields are cultivated roughly, erosion would
be occurred and it occurs some problems in down stream. Japanese farmers are usually managed to protect soil erosion
in many ways, such as terracing in steep fields, vegetation or stems cover, setting green belt area or sedimentation
tank. These effects to protect soil erosion and estimation of current erosion are needed in regional or national scale. 

We estimated current soil loss from field based USLE（Universal Soil Loss Equation）in Ibaraki prefecture. LS
factors were estimated from fields lot and DEM（Digital Elevation Model）. We developed terracing effect based on
field survey. The results show that estimated soil loss map was created and soil loss was 0.98 t/ha/y in Ibaraki prefec-
ture. Estimated soil loss was low value.

Using these improved soil loss estimation methods based on USLE, we evaluate economic effect in two scenarios.
We estimate each case by dredge cost. Current costs are estimated 68 million JPY in Ibaraki. If all fields are abandoned
and covered with natural vegetation, 28 million Japanese Yen（JPY）is less than current cultivation. Howeber, if all
fields are cultivated roughly and are not considered to protect soil loss, 32 million JPY is increased than current cultiva-
tion.

This improved soil loss estimation method could be estimated in wide area. However, this estimation method is not
perfect because farmer’s soil conservation methods and effects are various. It should be improved in future.

Keywords : multiple functions, soil erosion, economic evaluation, prevention of soil loss
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